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１ 事業所の概要

〇

２ 温室効果ガスの排出状況等
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非化石エネルギーの
使用割合

非化石電気
その他非化石
エネルギー等
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温 室 効 果 ガ ス
排 出 抑 制 の
た め の 基 本 方 針

ドコモグループでは、社会全体の持続的な発展と地球環境に貢献するためのアクションを、「Green Action
Plan」として定めています。
【Green Action Plan】
ドコモグループは、みなさまとともに自然と共生している未来の実現にむけ社会全体の持続的な発展と地球
環境保全に貢献するアクションを実施します。
１．通信ネットワークの省電力化、再生可能エネルギーの利用拡大、カーボンニュートラルに貢献する製品・
  サービス提供等により、温室効果ガス削減に取り組みます。
２．製品・サービスの調達から廃棄に至るまでのライフサイクル全体を通じて、資源を有効利用する取組みを
  推進します。
３．事業活動および社員活動を通して、自然に寄り添い、生態系保全に関する取組みを推進します。

基準年度 基準排出量 7,155 基準原単位

排出量等の
増減理由

目標年度

事業者温室効果ガス削減報告書概要（第二計画期間）   第 1 年度分

事 業 者 の 名 称 株式会社ＮＴＴドコモ 東北支社
事 業 所 の 名 称 株式会社ＮＴＴドコモ 東北支社
事 業 所 の 所 在 地 宮城県仙台市青葉区上杉1丁目1-2
主 た る 事 業 通信業

事 業 者 の 該 当 要 件

条例第2条第5号イに該当する特定事業者
条例第2条第5号ロに該当する特定事業者
条例第2条第5号ハに該当する特定事業者
条例第15条第1項に該当する一般事業者

目標排出量 7,928

温室効果ガスの
排出状況

及び削減目標
・

非化石エネルギー
の

使用割合目標

非化石エネルギーの
使用目標割合

非化石電気 0.00
その他非化石
エネルギー等

4.30

2022

削減率
2025 年度

6,847

目標原単位

削減率 -10.80

2025 年度

外気温の要因により電気通信設備の維持、またオフィス環境の維持に関わる空調設備の稼働量が
主な要因となります。

非化石エネルギーの
使用割合

非化石電気 0.00
その他非化石
エネルギー等

非化石エネルギーの
使用割合

非化石電気
その他非化石
エネルギー等

2024

2023 年度

年度

（事業所等用）
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３ 温室効果ガスの排出抑制に関する取組

％ 100 ％

％

％

％

ファン、ブロワ、給気系統の保全管理 実施済

エネルギー使用量の見える化（分計による課題発見） 実施済

熱源設備 冷却水温度の適正管理 実施済

基 本 対 策 の
実 施 状 況

基準年度

第１年度 実施状況の説明等

EMS推進体制を維持し、ISO14001に準ずるPDCAのサ
イクルを運用。エネルギー量の把握により省エネ法、各
自治体条例に基づく温室効果ガス排出量の報告、また社
員への環境教育についても継続実施。

第２年度 実施状況の説明等

目標年度

100

100

第３年度 実施状況の説明等

項目 実施状況

燃費性能の良い車両の計画的導入 実施済

エネルギー使用量の見える化（前年度比較） 実施済

外気冷房 実施済

選択対策の
実施状況 熱源設備 冷却水の水質管理 実施済

冷温水ポンプの回転数制御、自動流量制御 実施済

ポンプ、給水系統の保全管理 実施済

負荷平準化 実施済

窓の断熱性向上 実施済

（事業所等用）
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森林の保全・緑化の推進 ドコモの森の森林整備活動、運営（全国） 実施済

グリーン調達の実施
「NTTドコモグリーン調達ガイドライン」に基づくグ
リーン調達の推進

実施済

項目 具体的な取組内容 実施状況

従業員の自動車利用の抑制、公共交
通機関の利用促進

公共交通機関による通勤の奨励 実施済

その他の対策の
実施状況

（事業所等用）


